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第１章 計画の策定にあたって 

 

 

 

 

１ 計画策定の背景 

 

近年、障がい福祉施策に対するニーズは、障がいのある人やその介護者の高齢化、

子どもの発達障がいの増加など、多様化・複雑化していると言われています。 

また、障がい者を取りまく制度や法律は、大きな変化を遂げています。 

国においては、令和６（2024）年４月１日施行予定の「改正障害者差別解消法※」

では、これまで努力義務であった事業者による障がいのある人への合理的配慮の提供

が義務化されるとともに、障害者雇用の促進等に関する法律の改正も予定されていま

す。 

長野県においては、令和４（2022）年度から「障がいのある人もない人も共に生き

る長野県づくり条例」が施行され、障がいの有無に関係なく、お互いの個性を尊重し、

支えあい、活かしあう社会をめざし、さまざまな制度改革が検討されています。 

 

本市では、障害者基本法に基づく市町村計画である「第５次岡谷市障がい者福祉計

画」に基づき、障がい福祉サービス※等の提供体制の充実を計画的に進めるため、「第

６期岡谷市障がい福祉計画・第２期岡谷市障がい児福祉計画」を策定し、障がい者福

祉施策の推進に取り組んできました。この計画は、令和５（2023）年度をもって計画

期間が満了することから、国の動向や社会情勢、地域のニーズ等を勘案し、新たな計

画を策定するものです。 

 

「第７期岡谷市障がい福祉計画・第３期岡谷市障がい児福祉計画」では、今後の福

祉サービスの提供体制を計画的に確保するための具体的な目標や、各サービスの必要

量の見込みを定めます。上位計画である「第５次岡谷市障がい者福祉計画」との整合

を図りながら、障がいのある人が地域で安心して生活できるよう、基盤整備と相談支

援等の円滑な実施を進めてまいります。 
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２ 計画の性格と位置づけ 

 

「第７期岡谷市障がい福祉計画」は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律」（以下、「障害者総合支援法※」という。）第88条に基づく市町村

障害福祉計画として、障がい福祉サービス、相談支援、地域生活支援事業の提供体制

の確保について示すものです。また、「第３期岡谷市障がい児福祉計画」は、「児童福

祉法」第33条の20に基づく市町村障害児福祉計画として、障がい児福祉サービスなど

の提供体制の確保について示すものであり、本市では、これらの計画を一体のものと

して策定します。 

なお、策定にあたっては、本計画の上位計画である「第５次岡谷市総合計画」およ

び「第４次岡谷市地域福祉計画」、障害者基本法に基づく障がい者のための施策に関

する基本的計画である「第５次岡谷市障がい者福祉計画」、その他関連する計画との

整合に配慮しています。 

 

 

 

 
 

〈市民〉

　　　〈市民〉

　　　〈庁内〉

【相互連携・共有】

保育園整備計画

第５次岡谷市総合計画
（将来都市像）

『人結び 夢と希望を紡ぐ たくましいまち岡谷』

地域福祉計画
（成年後見制度利用促進基本計画）

（再犯防止推進計画）

（重層的支援体制整備事業実施計画）

子ども・若者育成支援計画

子ども・子育て支援事業計画

教育・環境などの

生活関連分野の
計画や施策

･高齢者福祉計画部会

・障がい者福祉計画部会

・地域福祉計画部会

地域福祉計画等策定委員会

地
域
福
祉
支
援
会
議

健康増進計画

食育推進計画

自殺対策計画

子ども・子育て支援審議会

岡谷市社会福祉協議会

（地域福祉活動計画）

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

障がい福祉計画

障がい児福祉計画

障がい者福祉計画

◆根拠法令◆ 障害者基本法（第11条第3項）
◆位置づけ◆ 障がい者のための施策に関する基本的な事項を定める計画
◆計画期間◆ 明確な規定はなし（地方自治体により5年から10年）

※国の計画は5年間

◆根拠法令◆ 障害者総合支援法（第88条第1項） ◆根拠法令◆ 児童福祉法（第33条の20第1項）
◆位置づけ◆ 障がい福祉サービスの提供体制の ◆位置づけ◆ 障害児通所支援及び障害児相談支援

確保等に関する計画 の提供体制の確保等に関する計画
◆計画期間◆ 3年を1期（基本とし柔軟な設定も可） ◆計画期間◆ 3年を1期

市町村障害者計画

市町村障害福祉計画 市町村障害児福祉計画
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３ 計画期間 

 

本計画は、令和６（2024）年度を初年度とし、今後３か年に取り組むべき計画とし

て令和８（2026）年度を目標年次とします。 

なお、社会情勢の変化や障がい児・者のニーズを把握するため、適宜、計画の評価

を行います。 

   

 

４ 計画推進の考え方 

 

地域共生社会にあって、障がい者の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に配慮

するとともに、必要とする障がい福祉サービスなどの支援を受けつつ、自立と社会参

加の実現を図っていくことが求められています。 

特に、障がい者等の自立支援の観点から、施設入所等から地域生活への移行、地域

生活の継続の支援、就労支援といった課題に対応したサービス提供体制を整え、障が

い者等の生活を、地域全体で支えるシステムを実現するための取り組みを進めること

が重要となっています。 

また、障がい児に関しては、早期から身近な地域で相談支援や、質の高い専門的な

発達支援を受けられるようにすることが求められています。ライフステージに沿って、

保健、医療、福祉、保育、教育、就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目のない

一貫した支援が提供され、障がいの有無にかかわらず、すべての子どもがともに成長

できるよう、地域社会への参加や包容（インクルージョン※）を推進することが望ま

れます。 

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

第５期岡谷市障が

い福祉計画・第１
期岡谷市障がい児

福祉計画

第３次岡谷市地域福祉計画

第４次岡谷市障がい者福祉計画

第４期岡谷市障がい

福祉計画

第４次岡谷市地域福祉計画

第５次岡谷市障がい者福祉計画

第７期岡谷市障が

い福祉計画・第３
期岡谷市障がい児

福祉計画

第６期岡谷市障が

い福祉計画・第２
期岡谷市障がい児

福祉計画
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◆ 障がい者の地域生活への移行の一層の推進 

 福祉施設入所者等の地域生活への移行を、一層推進します。また、入院中の

精神障がい者の地域生活移行についても、相談支援により医療機関等と連携

を図りながら移行の推進に努めます。 

 障がいのある方が地域での生活を継続できるよう、地域定着支援体制の整備

や関係者の有機的な連携をめざした仕組みづくりを検討します。 

 

◆ 地域生活支援拠点等の整備 

 相談や体験の機会や場所、緊急時の受入対応、専門性を持った職員や地域の

体制づくりの推進等といった役割を有する地域生活支援拠点を設置し、障が

いのある方の地域生活を支援できるよう、圏域での検討を進めます。 

 強度行動障がいのある方の支援ニーズを把握し、圏域において支援体制の整

備を進めます。 

 

◆ 一般就労※への移行支援の強化  

 障がい者の一般就労への移行を促進するため、一般就労や雇用支援策に関す

る理解の促進を図るとともに、一般就労への移行に係る事業の利用促進を図

ります。 

 障がいのある方の一般就労に対する取り組みを、関係機関と連携を取りなが

ら推進するとともに、民間企業への啓発を図ります。 

 

◆ 障がい児に対する切れ目のない支援 

 児童発達支援センターおよび保育所等訪問支援※の活用により、障がいのある

児童の地域社会への参加や包容（インクルージョン）を推進する体制を構築

します。 

 重症心身障がい児や医療的ケア児※といった特別な対応が必要な児童には、既

存資源を活用して利用を推進します。 

 圏域内に配置した医療的ケア児等に関するコーディネーターの活動を通じ、

引き続き圏域内の課題や地域資源の活用について検討を行います。 

 

◆ 障がい者の権利を守る取り組みの強化 

 障害者差別解消法に基づく、障がいを理由とする差別解消の推進や成年後見

制度の利用促進など、障がい者の権利擁護のための体制づくりを進めます。 

 虐待に関する実態把握に努めるとともに、虐待防止に関する取り組みを関係

機関と連携しながら強化します。 



5 

第２章 成果目標の設定 

 

 

令和５（2023）年５月に、国が示した「障害福祉サービス等および障害児通所支援

等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」に基づき、第７期岡谷市障がい福祉

計画および第３期岡谷市障がい児福祉計画における達成すべき成果目標を次のように

設定します。 

 

 

  

 

国基本指針 根拠数値
岡谷市成果目標
(令和８年度） 頁

１
施設入所者の地域生
活移行者数

①令和４年度末の施設入所者数の６％以上が地域生活へ
移行。
②令和４年度末の施設入所者を５％以上削減。

施設入所
者47人

①４人（8.5％）

②４人（8.5％）
6

２
地域生活支援拠点等
の整備に向けた取り
組み

①各市町村または各圏域に１つ以上の拠点等を確保し、
②機能充実のためコーディネーターを配置し支援体制・
緊急時の連絡体制の構築を進める。
③年１回以上運用状況を検証、検討する。
④強度行動障がいのある方の支援ニーズを把握し、圏域
において、支援体制の構築に努める。

－

①圏域内に１か所
②１名配置
③年４回運用状況を検
証、検討
④圏域における支援の
充実 7

就労移行支援事業所
等を通じた一般就労
への移行者数

①一般就労への移行者を令和３年度実績の1.28倍以上と
する。
②就労移行支援事業所の利用者数を令和３年度実績の
1.31倍以上とする。
③就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行
した者の割合が５割以上の事業所が就労移行支援事業所
の５割以上
④Ａ型事業所の移行者を1.29倍以上、Ｂ型事業所の移行
者を1.28倍以上とする。

①4人
②0人
③-
④A:3
人、B:0
人、自立
訓練：1
人

①８人（2.00倍）
②３人
③１か所（100％）
④Ａ型からの移行３人
（1.00倍）
　Ｂ型からの移行１人
　自立訓練から1人

8.9

就労定着支援事業に
関する目標

①就労定着支援事業利用者を令和３年度実績の1.41倍以
上とする。
②就労定着率が７割以上の事業所を全体の２割５分以上
とする。

①３人
②事業所
１箇所

①５人（1.6倍）

②１か所（100％）
9.10

児童発達支援セン
ターの設置

①児童発達支援センターを各市町村または各圏域に１か
所以上設置。
②保育所等訪問支援を利用できる体制を構築。

①設置済

②市内1、圏

域4

①圏域内に設置済（こ
の街きっず学園）
②市内・圏域内に設置
済（市内1、圏域4） 10

障がい児の地域社会
への参加・包容をす
る体制の構築
（新規）

①児童発達支援センターは、地域におけるインクルー
ジョン推進の中核機関として、保育所や幼稚園、小学校
等に対し、専門的な支援や助言を行う。
②保育所等の育ちの場において、児童発達支援センター
や障害児通所事業所等は、連携・協力しながら支援する
体制を作る。

－
①②圏域内で検討・調
整を行う

11

重症心身障がい児へ
の支援

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放
課後等デイサービス事業所を１か所以上確保。

確保済

（信濃医療

福祉ｾﾝﾀｰ）

圏域内に確保済（信濃
医療福祉センター等）

11

医療的ケア児支援の
ための関係機関の協
議の場の設置

①圏域または市町村において、保健・医療・障がい福
祉、保育、教育等の関係機関の連携・協議の場を設ける
とともに、②医療的ケア児等に関するコーディネーター
を配置する。

①設置済
②R5年度
配置済

①圏域内に設置済
（自立支援協議会）
②令和８年度に圏域内
において１人配置

12

５
相談体制の充実強化

圏域または市町村において、相談支援体制の充実・強化
等に向けた取り組みの実施体制の確保。
　具体的に以下を活動指標に見込むこと
　　○基幹相談支援センターの設置（新規）
　　○相談支援事業者に対する専門的指導・助言
　　○相談支援事業所の人材育成
　　○地域の相談機関との連携強化の取り組み
　　○個別事例の支援内容の検証の実施（新規）
　　○主任相談支援専門員の配置数（新規）

－
圏域での支援体制につ
いて活動指標に記載

12

６

障がい福祉サービス
等の質の向上を図る
ための取り組みにか
かる体制の構築

サービスの質の向上を図るための取り組みに係る体制構
築。
　具体的に以下を活動指標に見込むこと
　○県実施の障がい福祉サービスに係る研修
　○自立支援審査支払等システムの審査結果の
　　活用等による分析を事業所等と共有する体制
　　の有無と実施回数

－
取り組みの具体的内容
について活動指標に記
載

12

項　目

３

４

第７期岡谷市障がい福祉計画・第３期岡谷市障がい児福祉計画 成果目標一覧表
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１ 福祉施設入所者の地域生活への移行 

 

地域生活への移行を進める観点から、国の基本指針では令和８（2026）年度末まで

の地域生活移行者数の累計を、令和４（2022）年度末時点の入所者数の6.0％以上と

することを基本とし、これまでの実績および地域の実情を踏まえて設定することとさ

れています。 

また、令和８（2026）年度末時点の入所者数を、令和４（2022）年度末時点の入所

者数から5.0％以上削減することを基本とし、成果目標が設定されています。 

 

前計画において、本市では計画当初時点の入所者数を56人とし、令和５（2023）年

度までに入所者数５人（8.9％）の削減を図り、入所施設から地域生活へ移行する人

数を５人（8.9％）とする目標を設定していました。 

第７期計画では、入所施設から地域生活へ移行する人数を４人（8.5％）とし、計

画当初時点の入所者数（47人）に対し、令和８（2026）年度までに入所者数４人

（8.5％）を削減する目標を設定します。 

 

【「福祉施設入所者の地域生活移行」の数値目標】 

項 目 令和８年度目標（人数） 

当初入所者数（Ａ） 
47人 

（令和４年度末実績） 

目標年度の入所者数（Ｂ） 43人 

入所施設から地域生活への移行者数 

（Ｃ：削減率はＣ／Ａ） 

４人 

（削減率：8.5％） 

入所者数の削減数 

（Ｄ＝Ａ-Ｂ：削減率はＤ／Ａ） 

４人 

（削減率：8.5％） 
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２ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

 

地域生活支援拠点等の整備にあたっては、令和８（2026）年度までの間、各市町村

または各圏域に一つ以上の地域生活支援拠点等を確保しつつ、その機能の充実のため、

コーディネーターの配置等による効果的な支援体制および緊急時の連絡体制の構築を

進めるとともに、年１回以上、運用状況を検証および検討することを基本とするよう、

国の基本指針に示されています。 

また、強度行動障がいのある方に関し、各市町村または圏域において支援ニーズを

把握し、支援体制の整備を進める必要があるとされています。 

 

現在、本市では、諏訪地域障がい福祉自立支援協議会※において協議・検討を行い、

必要に応じて緊急時の受入れ体制の確保ができるよう、諏訪圏域を対象とした地域生

活支援の面的な体制を整え、平成30（2018）年度から１か所の施設において受入れを

始めています。また、平成30（2018）年度から圏域内にコーディネーター１人を配置

し、緊急時の連絡体制を構築しています。 

さらに、令和４（2022）年度から強度行動障がいのある方を支援するため、諏訪地

域障がい福祉自立支援協議会の地域生活支援拠点事業推進会議内に、強度行動障がい

ワーキンググループを設置し、支援体制の整備を進めています。 

 

今後は国の基本指針を踏まえ、地域の実情に応じた拠点の機能充実を図る必要があ

ります。引き続き、地域の課題を整理するとともに、運用状況の検証・検討を、諏訪

地域障がい福祉自立支援協議会を協議の場として、年４回実施することとします。 

また、強度行動障がいのある方が地域で安心して暮らしていけるよう、圏域として

支援体制の整備を進めます。 

 

【「地域生活支援拠点等が有する機能の充実」の数値目標】 

項 目 令和８年度目標 

令和８年度末の地域生活支援拠点の数 諏訪圏域に面的な体制（１つ）の円滑な運営 

コーディネーターなどの配置による効果的

な支援体制・緊急時の連絡体制の構築 
圏域に１人配置 

地域生活支援拠点の運用状況の検証および

検討の回数（回／年） 
年４回 

強度行動障がいのある方に関する支援ニー

ズを把握し、支援体制整備を進める 
諏訪圏域として支援体制の整備を進める 
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３ 福祉施設から一般就労への移行等 

 

 国の基本指針では、福祉施設の利用者のうち、就労移行支援※事業等を通じて令和

８（2026）年度までの一般就労への移行について、次のとおり目標値が示されていま

す。 

○令和３（2021）年度の一般就労への移行実績に対し、1.28倍以上とする。 

〇就労移行支援事業については、令和３（2021）年度の一般就労への移行実績の

1.31倍以上とする。 

○就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の

事業所が、就労移行支援事業所の５割以上とする。 

〇就労継続支援については、就労や生産活動の機会の提供、就労に向けた訓練等を

実施することが事業目的であること等に鑑み、就労継続支援Ａ型※事業については

一般就労の移行実績の1.29倍以上、就労継続支援Ｂ型※事業については1.28倍以上

をめざす。 

    

本市ではこれらを踏まえ、令和８（2026）年度の「福祉施設の入所・通所者のうち

一般就労に移行する人数」を以下のように設定します。 

 

【「福祉施設から一般就労への移行」の数値目標】 

項 目 サービス種別 
令和８年度目標

（人数） 

計画当初時の基準となる

一般就労移行者数 

（令和３年度実績） 

就労移行支援（①） ０人 

就労継続支援Ａ型（②） ３人 

就労継続支援Ｂ型（③） ０人 

生活介護※、自立訓練※ 

（機能訓練・生活訓練） 
１人 

合 計（④） ４人 

【目標値】令和８年度 

目標年度における一般 

就労移行者数 

就労移行支援 ３人 

就労継続支援Ａ型 
３人 

（②の 1.00倍） 

就労継続支援Ｂ型 
 

１人 

生活介護、自立訓練 

（機能訓練・生活訓練） 
１人 

合 計 
８人 

（④の 2.00倍） 
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【「福祉施設から一般就労への移行」の数値目標】 

項  目 
令和８年度 

目標 

令和８年度末に市内に所在する就労移行支援事業所数（Ａ） １か所 

就労移行支援事業利用終了者に占める 

一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業所（Ｂ） 
１か所  

【目標値】 

５割以上（Ｂ）／（Ａ） 
100.0％ 

 

また、一般就労に移行した後の定着も重要となってきます。この点について、企業

等で働き始める際に、勤務時間を段階的に増やしていく場合や、休職から復帰をめざ

す場合に、一般就労中であっても、就労系障がい福祉サービスを一時的に利用できる

ようになる見込みです。国の基本指針では、令和３（2021）年度の就労定着支援事業

の利用者数の1.41倍以上としています。 

さらに、就労定着支援事業の就労定着率（過去６年間の就労定着支援の総利用者数

のうち、前年度末時点の就労定着数の割合）が７割以上の事業所を、全体の２割５分

以上とすることが基本とされています。 

 

本市では、国で示されている目標設定を達成できるよう、数値目標を次のとおり設

定します。なお、現在、市内の就労定着支援事業所は１か所であり、計画期間中も事

業所数は変わらないことが見込まれます。 

 

【「就労定着支援事業の利用者数」の数値目標】 

項  目 
令和８年度 

目標 

令和３年度における就労定着支援事業の利用者数（Ａ） ３人 

令和８年度における就労定着支援事業の利用者数（Ｂ） ５人 

【目標値】１．４１倍 

目標年度における就労定着支援事業の利用割合（（Ｂ）／（Ａ）） 
１.６倍 
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【「就労定着率７割以上の就労定着支援事業所の割合」の数値目標】 

項  目 
令和８年度 

目標 

令和８年度末の就労定着支援事業所数（Ａ） １か所 

就労定着支援事業所のうち 

就労定着率が７割以上の事業所数（Ｂ） 
１か所  

【目標値】２割５分以上 

目標年度の就労定着率が７割以上の事業所の割合（Ｂ）／（Ａ） 
100.0％ 

 

４ 障がい児支援の提供体制の整備等 

 

障がい児においては、保健、医療、福祉、保育、教育等の関係機関が連携を密にし、

切れ目のない一貫した支援を提供する体制を構築し、早期から身近な地域で支援が受

けられるようにすることが重要です。そのため、「岡谷市子ども・若者育成支援事業

計画」との整合を図りながら、地域における支援体制の構築等について目標を定めま

す。 

 

 

（１）児童発達支援センターの設置 

 

国では令和８（2026）年度末までに、各市町村に児童発達支援センターを少なくと

も１か所以上設置することを基本とし、市町村単独での設置が困難な場合には、圏域

での設置であっても差し支えないこととされています。 

 

現在、諏訪圏域内に福祉型児童発達支援センターが１か所設置され、障がいのある

児童への療育の提供や、家族からの相談対応、障がいのある児童を預かる施設への援

助等を行っています。 

また本市では、令和３（2021）年度から岡谷市立西堀保育園に岡谷市子ども発達支

援センターを設置し、心身の発達に支援を必要とする児童の日常生活における基本的

な動作の指導や、知識技能の習得、集団生活に適応するための訓練等を行う発達支援

の拠点として、児童発達支援センターに準じた機能を担っています。 
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（２）保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 

 

国では令和８（2026）年度末までに、すべての市町村において保育所等訪問支援を

利用できる体制を構築することが基本とされています。 

 

現在、市内には事業所が１か所、諏訪圏域には４か所整備され、保育所等訪問支援

を利用できる環境が整えられており、保育所・小中学校等と連携を図ることにより、

障がい児の自立や適切な療育を促しています。引き続き、関係機関と連携して必要な

障がい児のサービス利用に努めるとともに、障がい児の成長・自立や適切な療育につ

ながるよう努めます。 

 

（３）障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進 

する体制の構築 

 

  国では令和８（2026）年度末までに、保育所等育ちの場において、児童発達支援セ

ンターや障がい児通所事業所が、連携・協力しながら支援する体制の構築を基本とし

ています。現在も、圏域における障がい児とその家族に対し、専門的支援や助言を行

っていますが、その機能の充実を図ります。 

 

（４）主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所・放課後等 

デイサービス事業所の確保 

 

国では令和８（2026）年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支

援※事業所および放課後等デイサービス※事業所を、各市町村に少なくとも１か所以上

確保することを基本とし、市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での確保であ

っても差し支えないこととされています。 

 

現在、諏訪圏域内では、重症心身障がい児が利用できる児童発達支援および放課後

等デイサービスを担う事業所が２か所設置され、１か所は、信濃医療福祉センターに

併設されていることから連携体制も整っています。引き続き、重症心身障がい児がサ

ービスを適切に利用できるよう、支援体制の確保に努めます。 

 

（５）医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置および 

コーディネーターの配置 
 

国では令和８（2026）年度末までに、各都道府県、各圏域および各市町村において、

保健、医療、福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設ける

とともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置することを基本とし、市

町村単独での設置が困難な場合には、都道府県が関与したうえで、圏域での確保であ

っても差し支えないこととされています。 
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諏訪圏域では、諏訪地域障がい福祉自立支援協議会において、平成30（2018）年４

月より医療的ケア部会を設置し、医療的ケア児等が適切な支援を受けられるよう、関

係機関等による協議を行っています。 

令和５（2023）年度から、諏訪圏域障がい者総合支援センター「オアシス」※にお

いて、医療的ケア児等に関する福祉サイドのコーディネーター１人を配置しましたが、

さらに、医療サイドのコーディネーター１人の配置に向けて取り組みます。 

 

項 目 令和８年度目標 

関係機関等が連携を図るための協議

の場の設置 
設置済（平成30年４月） 

医療的ケア児等に関するコーディネ

ーターの配置 

福祉サイドのコーディネーターに加え、医療サイドの 

コーディネーター１人を配置。 

 

５ 相談支援体制の充実・強化等 

 

障がいのある方の意思を尊重し、地域において自立した生活を支援するためには、

各種ニーズに対応する地域の相談支援体制を構築することが不可欠です。 

国の基本指針では、令和８（2026）年度末までに各市町村または各圏域において、

基幹相談支援センターを設置し、総合的な相談支援体制の充実・強化を基本としてい

ます。 

また、基幹相談支援センター※による個別事例の検証の実施や、主任相談支援専門

員の確保等、実施体制を強化することが示されています。 

 

現在、本市では、諏訪圏域障がい者総合支援センター「オアシス」を中心として、

総合的・専門的な相談体制が確保されており、さらなる機能の充実・強化を行うこと

をめざします。具体的な見込み量は、「総合的・専門的な相談支援」および「地域の

相談支援体制の強化」について、後述の活動指標で設定します。 

 

６ 障がい福祉サービス等の質を向上させるための取り組みに係る
体制の構築 

 

近年の障がい福祉サービス等の提供体制は、多様化が図られるとともに多くの事業

者が参入してきています。障がい福祉サービス等の提供の確保にあたり、その質を向

上させるための取り組みに係る体制の構築について、より具体的に示すことが必要と

されています。 

本市では、国の基本指針を踏まえ、県と連携を図りながら「障がい福祉サービス等

に係る各種研修の活用」、「障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有」

等について、後述の活動指標で設定します。 
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第３章 障がい福祉サービスの活動指標 

（見込量） 

 

 

ここからは、第２章で定めた市が設定する成果目標を達成するために必要なサー

ビス提供の必要な量等を見込み、「活動指標」として設定します。 

第３章では、障がい福祉サービスの活動指標とその確保のための方策を示します。 

 

１ 訪問系サービス 

 

（１）居宅介護※ 

障害支援区分１以上の人を対象に、自宅での入浴・排せつ・食事等の身体介護や、

洗濯・掃除等の家事援助、通院等の移動介護などを行います。 

 

（２）重度訪問介護 

重度の肢体不自由者または重度の知的障害もしくは精神障害により行動上著しい困

難が有り、常に介護を必要とする人（障害支援区分４以上）等を対象に、自宅を訪問

し、入浴・排せつ・食事の介護、外出時における移動中の介護などを総合的に行いま

す。 

 

（３）同行援護※ 

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する障がい者を対象に、移動時およびそ

れに伴う外出先において必要な介護等を行います。 

 

（４）行動援護※ 

知的障がいや精神障がいによって行動上著しい困難があり、常に介護を必要とする

人（障害支援区分３以上）を対象に、行動する際に生じる危険を回避するために必要

な援護や外出時の移動介護などを行います。 

 

（５）重度障害者等包括支援※ 

常に介護を必要とし、意思疎通を図ることに著しい支障があり、介護の必要度が著

しく高い人（障害支援区分６）で、 

①四肢のすべてに麻痺等があり、寝たきり状態の障がい者で、かつＡＬＳ（筋萎縮

性側索硬化症）患者など、呼吸管理を行っている身体障がい者または最重度の知

的障がい者 
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②強度行動障がいのある方を対象に、心身の状態や介護者の状況、居住の状況等を

踏まえて作成された個別支援計画に基づき、必要な障がい福祉サービス（居宅 

介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、短期入所等）を包括的に

行います。現在、圏域内にサービス提供事業所はありません。 

 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績等（見込）を踏まえ、

それぞれ算出しました。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

居宅介護 
時間/月 680時間 638時間 697時間 

利用者数/月 66人 62人 63人 

重度訪問介護 
時間/月 23時間 21時間 23時間 

利用者数/月 １人 １人 １人 

同行援護 
時間/月 84時間 68時間 69時間 

利用者数/月 11人 10人 10人 

行動援護 
時間/月 33時間 34時間 54時間 

利用者数/月 ４人 ３人 ３人 

重度障害者等包括支援 
時間/月 ０時間 ０時間 ０時間 

利用者数/月 ０人 ０人 ０人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

居宅介護 
時間/月 630時間 650時間 660時間 

利用者数/月 63人 65人 66人 

重度訪問介護 
時間/月 20時間 20時間 20時間 

利用者数/月 １人 １人 １人 

同行援護 
時間/月 70時間 70時間 70時間 

利用者数/月 10人 10人 10人 

行動援護 
時間/月 40時間 40時間 40時間 

利用者数/月 ４人 ４人 ４人 

重度障害者等包括支援 
時間/月 ０時間 ０時間 ０時間 

利用者数/月 ０人 ０人 ０人 
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２ 日中活動系サービス 

 

（１）生活介護 

 

常に介護を必要とする障がい者のうち、 

①障害支援区分３以上（施設入所は区分４以上）の人 

②50歳以上で、障害支援区分２以上（施設入所は区分３以上）の人 

を対象に、地域や入所施設で安定した生活を営むことができるよう、福祉施設で食事 

や入浴、排せつ等の介護や日常生活上の支援、生産活動等の機会を提供します。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の利用者数の実績(見込)を 

踏まえ、１か月の一人あたり利用日数を22日として算出しました。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

生活介護 
日数／月 1,808日 1,782日 1,827日 

利用者数／月 101人 93人 95人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

生活介護 
日数／月 2,310日 2,354日 2,398日 

利用者数／月 105人 107人 109人 

 うち重度障がい者の利用 利用者数／月 ４人 ４人 ４人 
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（２）自立訓練 

 

【自立訓練（機能訓練）】 

①入所施設や医療機関を退所・退院した人で、地域生活への移行を図るうえで、身

体的リハビリテーションの継続や身体機能の維持・回復等の支援が必要な人 

②特別支援学校を卒業し、地域生活を営むうえで、身体機能の維持・回復などの支

援が必要な人 

を対象に、理学療法や作業療法等の身体的リハビリテーションや日常生活上の訓練等

を行います。 

 

 

【自立訓練（生活訓練）】 

①入所施設や医療機関を退所・退院した人で、地域生活への移行を図るうえで、生

活能力の維持・向上などの支援が必要な人 

②特別支援学校卒業者や継続した通院により症状が安定している人などで、地域生

活を営むうえで、生活能力の維持・向上などの支援が必要な人 

を対象に、食事や家事等の日常生活能力を向上させるための訓練や、日常生活上の助

言等を行います。 

 

見込量は、令和３（2021）年度時点の利用者数の状況（見込）を基本に、機能訓

練・生活訓練ともに１か月の一人あたり利用日数を22日として算出しました。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

自立訓練（機能訓練） 
日数／月 ９日 ２日 23日 

利用者数／月 ０人 ０人 １人 

自立訓練（生活訓練） 
日数／月 65日 53日 25日 

利用者数／月 ５人 ４人 ２人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

自立訓練（機能訓練） 
日数／月 15日 15日 15日 

利用者数／月 １人 １人 １人 

自立訓練（生活訓練） 
日数／月 110日  110日  110日 

利用者数／月 ５人 ５人 ５人 

 うち精神障がい者の利用 利用者数／月 １人 １人 １人 

 



17 

（３）就労選択支援 

  

  障がい者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメ 

ントの手法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等に合った選択を支援する新た

なサービスです【令和７（2025）年 10 月制度開始】。ハローワークは、この支援を受

けた人に対して、アセスメント結果を参考に職業指導等を実施します。 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

就労選択支援 利用者数／月 － ２人 ３人 

 

 

（４）就労移行支援 

 

一般就労等（企業等への就労、在宅での就労・起業）を希望し、知識・能力の向上、

実習、職場探し等を通じ、適性に合った職場への就労等が見込まれる65歳未満の人を

対象に、事業所内や企業における作業や実習、適性に合った職場探し、就労後の職場

定着のための支援等を行います（利用期間24か月以内）。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の利用者実績（見込）を踏

まえ、１か月の一人あたり利用日数を22日として算出しました。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

就労移行支援 
日数／月 110日 128日 148日 

利用者数／月 ６人 ８人 ８人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

就労移行支援 
日数／月 176日 198日 220日 

利用者数／月 ８人 ９人 １０人 
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（５）就労継続支援 

 

【就労継続支援Ａ型】 

①就労移行支援を利用したものの企業等の雇用に結びつかなかった人 

②特別支援学校を卒業して就職活動を行ったが、企業等の雇用に結びつかなかった人 

③就労経験のある人で、現在雇用関係がない人 

を対象に、通所により雇用契約に基づく就労機会の提供を通じ、知識・能力の向上の

ために必要な訓練・指導等を行います。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績(見込)の利用者数を

踏まえ、１か月の一人あたり利用日数を22日として算出しました。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

就労継続支援（Ａ型） 
日数／月 796日 854日 863日 

利用者数／月 41人 45人 43人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

就労継続支援（Ａ型） 
日数／月 990日 1,078日 1,100日 

利用者数／月 45人 49人 50人 

 

 

【就労継続支援Ｂ型】 

①企業等での就労経験はあるが、年齢や体力面で一般企業に雇用されることが困難

となった人 

②50歳に達している人、または障害基礎年金１級受給者 

③ ①および②のいずれにも該当しない人で、就労移行支援事業所等によるアセスメ

ントにより、就労面に係る課題の把握が行われている利用希望者 

を対象に、通所により就労や生産活動の機会を提供（雇用契約は結ばない）するとと

もに、一般企業等での就労に必要な知識・能力が高まった場合はＡ型事業所等への移

行に向けて必要な支援・指導等を行います。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績(見込)の利用者数を

踏まえ、１か月の利用日数を18日として算出しました。 
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●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

就労継続支援（Ｂ型） 
日数／月 2,209日 2,300日 2,464日 

利用者数／月 126人 130人 135人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

就労継続支援（Ｂ型） 
日数／月 2,412日 2,448日 2,484日 

利用者数／月 134人 136人 138人 

 

 

（６）就労定着支援 

 

就労移行支援等の利用を経て、企業等に就職した障がい者で、就労に伴う環境変化

のため、生活面の課題（遅刻や欠勤、給料の浪費、薬の飲み忘れ等）が生じている人

を対象に、一定の期間にわたり、就労定着支援事業所が企業や自宅を訪問するほか、

在職障がい者が就労定着支援事業所に出向いて相談するなど、個々の課題を把握し、

解決に向けた助言や指導を行います。企業や家族との連絡調整を行うことにより、在

職障がい者の離職を減らすことが期待されています。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績(見込)の利用者数お

よび、就労移行支援等を利用して一般就労した方のうち支援が必要な方の人数を踏ま

え、今後３年間の利用者数の増加を想定して算出しました。 

 

●実績 

 令和３年度  令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

就労定着支援 利用者数／月 ３人 ３人 ２人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

就労定着支援 利用者数／月 ４人 ５人 ５人 
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（７）療養介護※ 
 

医療機関への長期入院による医療に加え、常に介護を必要とする人で、 

①ＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）患者など、呼吸管理を行っている障害支援区分６

の人 

②筋ジストロフィー患者や重症心身障がい者で、障害支援区分５以上の人 

を対象に、医療機関で機能訓練や療養上の管理、食事や入浴、排せつ等の介護や日常

生活上の援助を行います。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の利用者数が一定だったこ

とを踏まえ、令和６（2024）年度以降の利用者数についても大きな変化はないものと

見込み、算出しました。 
 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

療養介護 利用者数／月 ８人 ９人 ９人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

療養介護 利用者数／月 ９人 ９人 ９人 

 

（８）短期入所 
 

居宅で介護を行う人の病気やその他の理由により、障がい者支援施設やその他の施

設への短期間の入所を必要とする障がい者を対象に、入浴・排せつ・食事等の介護や

日常生活上の支援を行います。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績（見込）を踏まえ、

算出しました。 
 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

短期入所 
日数/月 70日 77日 58日 

利用者数/月 ９人 10人 ８人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

短期入所 
日数/月 85日 85日 85日 

利用者数/月 10人 10人 10人 

 うち重度障がい者の利用 利用者数/月 ４人 ４人 ４人 
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３ 居宅支援・施設系サービス 

 

（１）自立生活援助※ 

 

障がい者支援施設やグループホーム等を利用していた障がい者で、ひとり暮らしを

希望する人等を対象に、家事や金銭管理、定期的な通院などの生活力を補うため、定

期的に訪問し、安定してひとり暮らしができるよう、一定の期間にわたり（原則１年

間）援助します。 

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績（見込）を踏まえ、算出しまし

た。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

自立生活援助 実利用者数 １人 １人 １人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

自立生活援助 実利用者数 ２人 ２人 ２人 

 うち精神障がい者の利用 実利用者数 １人 １人 １人 

 

 

（２）共同生活援助（グループホーム）※ 

 

地域で共同生活を営むのに支障のない障がい者に対し、主として夜間において、共

同生活を営む住居で相談、入浴、排せつもしくは食事の介護、その他の日常生活上の

援助を行い、または、一人暮らしに向けた移行支援や退去後の定着に必要な援助を行

います。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績（見込）を踏まえ、

算出しました。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

共同生活援助（グループホーム） 実利用者数 68人 74人 74人 
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●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

共同生活援助（グループホーム） 実利用者数 78人 79人 80人 

 

うち日中サービス支援型共同生活援助 実利用者数 ８人 ９人 10人 

うち精神障がい者の利用 実利用者数 ４人 ４人 ４人 

うち重度障がい者の利用 実利用者数 ０人 ０人 １人 

 

 

（３）施設入所支援※ 

 

生活介護利用者のうち、障害支援区分４以上の人（50歳以上の場合は区分３以上）

および自立訓練、就労移行支援等の利用者のうち、地域の社会資源の状況等により通

所することが困難な人を対象に、夜間における入浴、排せつ等の介護や日常生活上の

支援を行います。 

見込量は、成果目標である「福祉施設入所者の地域生活移行の目標」に基づき、令

和８（2026）年度の値を、令和４（2022）年度末の施設入所者（47人）から４人

（8.5％）削減した数値として設定しました。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

施設入所支援 実利用者数 49人 47人 48人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

施設入所支援 実利用者数 45人 44人 43人 
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４ 相談支援 

 

（１）指定特定・一般相談支援事業※ 

 

障がい者の自立した生活を支え、障がい者の抱える課題の解決や適切なサービス利

用に向けて、ケアマネジメント※によりきめ細かく支援するため、県や市が指定した

相談支援事業者の相談支援専門員が生活全般に関する相談や、障がい福祉サービスの

利用に向けた連絡・調整、利用計画（プログラム）作成、モニタリング※等を行いま

す。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績（見込）を踏まえ、

算出しました。 

 

●実績 

 
 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

相談支援（合計利用者数） 

利用者数／月 

105人 111人 114人 

 計画相談支援 104人 110人 113人 

 地域移行支援 ０人 ０人 ０人 

 地域定着支援 1人 １人 １人 

 

●今後のサービス見込量について 

  令和６年度 令和７年度 令和８年度 

相談支援（合計利用者数） 

利用者数／月 

116人 117人 119人 

 

計画相談支援 114人 115人 116人 

地域移行支援 １人 １人 ２人 

 うち精神障がい者の利用 ０人 １人 １人 

地域定着支援 １人 １人 １人 

 うち精神障がい者の利用 ０人 １人 １人 
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（２）相談支援体制の充実・強化のための取り組み 

 

 相談支援体制については、基幹相談支援センター、市、相談支援事業所がそれぞれ

の機能を発揮し、重層的な支援体制が図られているかどうか、定期的に検証・評価が

必要であるほか、総合的な相談支援体制、専門的な指導・助言および人材育成等を行

うことが重要となっています。 

 現在、諏訪圏域障がい者総合支援センター「オアシス」を中心として総合的・専門 

的な相談を受ける体制が確保されているほか、令和２（2020）年度から相談支援事業

所への訪問等による助言・指導を行い、機能の充実・強化を行うとともに、生活困窮、

児童、高齢者などの相談機関との連携を図るよう以下のように見込み、取り組みを進

めます。 

 

項  目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

基幹相談支援センターの設置の有無 有 有    有 

地域の相談支援事業者に対する訪問等によ

る専門的な指導・助言件数 
10件 10件 10件 

地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 ４件 ４件 ４件 

地域の相談機関との連携強化の取り組みの

実施回数 
15回 15回 15回 

個別事例の支援内容の検証実施回数 30回 30回 30回 

主任相談支援専門員の配置人数 １人 ２人 ２人 

 

（３）協議会における個別事例の検討を通じた地域のサービス基盤の開発・改善 

 

  諏訪地域障がい福祉自立支援協議会においても、地域のサービス基盤の開発や改善

のため、個別事例の検討を通じ相談支援体制の充実・強化に取り組む必要があります。 
 

項  目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

相談支援事業所の参画による事例検討 

実施回数 
    ６回     ６回     ６回 

参加事業者数・機関数 40団体 40団体 40団体 

協議会の専門部会の設置数 ５部会 ５部会 ５部会 

 協議会の専門部会の実施回数 30回 30回 30回 
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５ 障がい児通所支援等 

 

（１）児童発達支援 

 

地域の障がい児が通所し、日常生活における基本的動作の指導、自活に必要な知識

や技能の付与または集団生活への適応のための訓練を行う施設です。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績（見込）を踏まえ、

算出しました。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

児童発達支援 
日数/月 163日 105日 121日 

利用者数/月 12人 ９人 10人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

児童発達支援 
日数/月 112日 112日 112日 

利用者数/月 10人 10人 10人 

 

 

（２）医療型児童発達支援 

 

上肢、下肢または体幹の機能の障がいのある児童に対する児童発達支援および治療

を行う施設ですが、諏訪圏域には施設がないため、実績および見込量はありません。 

   令和６年度の報酬改定以降、多様な障がい児が身近な地域で支援を受けられる体制 

  整備を促進する観点から、福祉型・医療型の類型が一元化されます。 
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（３）放課後等デイサービス 

 

就学中の障がい児が、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向上のた

めの訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と連携した障がい児の自立を促

進するとともに、放課後等の居場所づくりを行います。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績（見込）を踏まえ、

今後のサービス利用の増加を見込み、算出しました。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

放課後等デイサービス 
日数/月 780日 748日 888日 

利用者数/月 110人 109人 121人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

放課後等デイサービス 
日数/月 890日 895日 900日 

利用者数/月 122人 123人 124人 

 

（４）保育所等訪問支援 

 

障がい児施設で指導経験のある児童指導員や保育士が、保育所や学校を訪問し、保

育所などのスタッフに対し、対象児が集団生活に適応するための専門的な支援を行い

ます。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績（見込）を踏まえ、

今後のサービス利用の増加を見込み、算出しました。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

保育所等訪問支援 
日数/月 22日 20日 17日 

利用者数/月 22人 20人 16人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

保育所等訪問支援 
日数/月 20日 21日 22日 

利用者数/月 20人 21人 22人 
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（５）居宅訪問型児童発達支援※ 

 

障害児通所支援（児童発達支援・放課後等デイサービスなど）を利用するために外

出することが著しく困難な重度の障がい児に発達支援が提供できるよう、障がい児の

居宅を訪問して専門的な支援を行います。 

見込量は、計画期間内に、サービス提供事業所が圏域内に開設されることを前提に

算出しました。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

居宅訪問型児童発達支援 
日数/月 ０日 ０日 ０日 

利用者数/月 ０人 ０人 ０人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

居宅訪問型児童発達支援 
日数/月 ０日 ０日 ５日 

利用者数/月 ０人 ０人 １人 

 

 

（６）障害児相談支援※ 

 

障がい児が障害児通所支援を利用する前に障害児支援利用計画を作成し（障害児支

援利用援助）、通所支援開始後、一定期間ごとにモニタリングを行う（継続障害児支

援利用援助）等の支援を行います。 

見込量は、障がい児福祉サービス利用者数をもとに、今後のサービス利用の増加を

見込み、算出しました。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

障害児相談支援 利用者数/月 31人 30人 38人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

障害児相談支援 利用者数/月 39人 40人 41人 
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（７）医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整するコーディネータ

ーの配置 

 

医療的ケア児等に対する総合的な支援体制の構築に向けて、保健、医療、福祉、保

育、教育等の各関連分野の支援を調整するコーディネーターとして、令和５（2023）

年度から、諏訪圏域障がい者総合支援センター「オアシス」に、福祉サイドのコーデ

ィネーター１人を配置しましたが、さらに、医療サイドのコーディネーター１人の配

置に向けて取り組みます。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

医療的ケア児等に関するコーディネ

ーターの配置人数 
人数 ０人 ０人 １人 

 

●今後の配置人数見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

医療的ケア児等に関するコーディネ

ーターの配置人数 
人数 １人 １人 ２人 
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６ その他の活動指標 

 

（１）発達障がい者等に対する支援 

 

発達障がいのある人ができる限り身近な場所において必要な支援を受けられるよ

う、支援を行う体制を整えるとともに、発達障がいのある人の早期発見・早期支援

には本人や家族等への支援が重要です。 

国の基本指針では、ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プ

ログラム等の受講者数（保護者）および実施者数（支援者）について、見込量を活

動指標に示すこととされています。 

現在、市ではこうした講座等を開催していませんが、市で行っている子育て支援

講座等への参加を促すとともに、令和５（2023）年度に県が信州大学医学部附属病

院に委託し発足した「長野県発達障がい情報・支援センター」の職員であり、諏訪

圏域に配置されている発達障がいサポート・マネージャーと連携して取り組みます。 

また、西堀保育園に設置された岡谷市子ども発達支援センターと協議しながら支

援に努めます。 

 

（２）精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

長期入院している精神障がいのある人が地域生活へ移行するには、行政を含めた

地域精神保健医療福祉の一体的な取り組みの推進に加え、差別や偏見のないあらゆ

る人が共生できる包摂的（インクルーシブ）な社会の実現に向けた取り組みが必要

となっています。 

国の基本指針では、精神障がい者に対応した関係機関の連携による協議の場の具

体的な見込みについて、市町村の活動指標に数値を設定することとされています。 

諏訪地域障がい福祉自立支援協議会において、関係機関の協議の場を設置して協

議を進めており、機能の充実に向けて以下の目標を設定します。 

 

●地域包括ケアシステムの協議の場における目標 

項  目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

保健・医療および福祉関係者による協議

の場の開催回数 
６回 ６回 ６回 

保健・医療および福祉関係者による協議

の場の参加者数 

保健2人、医療1人（精神科）、福祉2人、介護1人、

当事者1人、家族1人、その他11人 合計19人程度 

協議の場の目標設定および評価 
 地域での受け入れ環境の整備について協議 

 年1回、前年度の状況について評価 
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（３）障がい福祉サービス等の質を向上させるための取り組み 

 

障がい福祉サービス等の提供の確保にあたっての、質を向上させるための取り組み

に係る体制の構築については、国の基本指針に基づき、取り組みについて数値目標を

設定します。 

このうち、県が実施する障がい福祉サービスに係る研修については、毎年度参加す

ることとします。 

また、障害者自立支援審査支払システム等による審査結果の活用等による分析を行

い、事業者等との情報共有に努めます。 

なお、県が事業者に対して行う指導監査には、毎年度、諏訪保健福祉事務所が行う

指導監査に同行して情報を共有していることから、引き続き情報共有に努めます。 

 

●今後のサービス見込量について 

項  目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

県が実施する障がい福祉サービス等に係

る研修その他の研修への市町村職員の参

加人数 

１人 １人 １人 

障害者自立支援審査支払等システム等に

よる審査結果を分析してその結果を活用

し、事業所や関係自治体等と共有する体

制の有無 

有 有 有 

障害者自立支援審査支払等システム等に

よる審査結果を分析してその結果を活用

し、事業所や関係自治体等と共有する回

数 

１回 １回 １回 
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第４章 地域生活支援事業の活動指標 

（見込量） 

 

 

第４章では、地域生活支援事業の活動指標とその確保のための方策を示します。 

 

１ 意思疎通支援事業 

 

聴覚障がい者が積極的に社会参加できるよう、申請に応じて手話通訳者および要約

筆記者を派遣します。また、手話通訳者の設置により、意思疎通を図ることに支障が

ある障がい者等が円滑にコミュニケーションを図ることができるよう支援します。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績（見込）を踏まえ、

算出しました。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

①手話通訳者設置事業 登録者数 １人 １人 １人 

②手話通訳者・要約筆記者

派遣事業 
登録者数 12人 10人 12人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

①手話通訳者設置事業 登録者数 １人 １人 １人 

②手話通訳者・要約筆記者

派遣事業 
登録者数 12人 12人 12人 

 

 

２ 日常生活用具等給付事業※ 

 

障がい者の日常生活上の便宜を図るため、日常生活用具等を給付します。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績（見込）を踏まえ、

算出しました。なお、ストーマ用具は、１か月分の申請を１件として算出しました。 
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●日常生活用具の内容と対象者 

用具の種類 主な内容・対象者など 

①介護・訓練支援用具 
特殊寝台や特殊マットなど、障がい者の身体介護を支援する用具

や、障がい児が訓練に用いるいすなどを給付します。 

②自立生活支援用具 

入浴補助用具や聴覚障がい者用屋内信号装置など、障がい者の入

浴、食事、移動などの自立生活を支援するための用具を給付しま

す。 

③在宅療養等支援用具 
電気式たん吸引器や盲人用体温計など、障がい者の在宅療養等を支

援するための用具を給付します。 

④情報・意思疎通支援 

用具 

点字器や人工喉頭など、障がい者の情報収集、情報伝達や意思疎通

等を支援するための用具を給付します。 

⑤排泄管理支援用具 
ストーマ用具など、障がい者の排泄管理を支援する衛生用品を給付

します。 

⑥居宅生活動作補助用具

（住宅改修費） 

手すりの取り付け、段差の解消など、小規模な障がい者の住宅改修

を行う際に費用の一部を助成します。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

①介護・訓練支援用具 ０件 ２件 ３件 

②自立生活支援用具 18件 ５件 12件 

③在宅療養等支援用具 ７件 ４件 ５件 

④情報・意思疎通支援用具 １件 ７件 15件 

⑤排泄管理支援用具 1,111件 1,112件 1,113件 

⑥居宅生活動作補助用具（住宅改修費） １件 ３件 ２件 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

①介護・訓練支援用具 ３件 ３件 ３件 

②自立生活支援用具 18件 18件 18件 

③在宅療養等支援用具 ５件 ５件 ５件 

④情報・意思疎通支援用具 ７件 ７件 ７件 

⑤排泄管理支援用具 1,100件 1,100件 1,100件 

⑥居宅生活動作補助用具（住宅改修費） ４件 ５件 ５件 
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３ 社会参加促進事業※ 

 

スポーツ大会やレクリエーション、創作教室・作品展等の文化活動を行うとともに、

音訳による広報紙の発行、手話奉仕員等の養成、自動車運転免許取得や改造に対する

助成など、さまざまな支援を通じて、障がい者の社会参加を促進します。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績（見込）を踏まえて

算出していますが、新型コロナウイルス感染症の影響で、各種教室・講座等が予定ど

おりに開催できなかったことを考慮し、今後の実施を検討していきます。 

令和１０（2028）年度には、全国障がい者スポーツ大会の卓球競技が岡谷市で開催

される予定となっています。生涯を通じて、スポーツを楽しめるような環境を整備す

ることにより、健康の増進や生きがいづくり、生活の質の向上をめざします。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

スポーツ・レクリエーション教室等の開催 ０回 ０回 １回 

芸術・文化講座の開催 ０回 ０回 １回 

社会活動支援等の助成 ０件 ０件 ０件 

点字・声の広報等の発行 12回 12回 12回 

奉仕員（手話通訳者）の養成 ２講座 ２講座 ２講座 

自動車運転免許取得・改造費助成 ３件 ２件 ２件 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

スポーツ・レクリエーション教室等の開催 １回 １回 １回 

芸術・文化講座の開催 １回 １回 １回 

社会活動支援等の助成 １件 １件 １件 

点字・声の広報等の発行 12回 12回 12回 

奉仕員（手話通訳者）の養成 ２講座 ２講座 ２講座 

自動車運転免許取得・改造費助成 ３件 ３件 ３件 
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４ 移動支援事業※ 

 

屋外での移動が困難な障がい者を対象に、社会生活上必要不可欠な外出や余暇活動

などの社会参加の際の外出支援を行います。重度訪問介護、同行援護、行動援護対象

者等を除き、通院等介助以外の部分がこの事業に該当します。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績（見込）を踏まえ、

今後の利用者数および利用時間を算出しました。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

移動支援事業 
利用者数/月 43人 47人 48人 

利用時間/月 160時間 167時間 170時間 

※人数は個別支援の人数。時間はグループ支援含む。 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

移動支援事業 
利用者数/月 45人 45人 45人 

利用時間/月 200時間 200時間 200時間 

 

 

５ 地域活動支援センター 

 

地域で生活する障がい者の日中活動の場として、利用者の状況に応じて創作的活動

や生産活動の機会の提供、日常生活の支援やさまざまな相談への対応、地域の関係機

関・団体との連携・協力による各種の交流活動への参加支援などの支援事業を行いま

す。市内では、ひだまりの家、身体障害者デイサービス和楽が地域活動支援センター

として事業を実施しています。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の利用者数が一定だったこ

とを踏まえ、令和６（2024）年度以降の利用者数についても大きな変化はないものと

見込み、算出しました。 
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●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

地域活動支援センター 
実施施設数 ２か所 ２か所 ２か所 

実利用者数 21人 24人 27人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域活動支援センター 
実施施設数 ２か所 ２か所 ２か所 

実利用者数 30人 30人 30人 

 

６ 訪問入浴サービス※ 

 

家族または介護者による入浴が困難な在宅の身体障がい者を対象に、訪問入浴車等

により居宅を訪問し、入浴介護サービスを提供します。 

見込量については、利用ニーズが拡大傾向にあることから実績を踏まえ、算出しまし

た。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

訪問入浴サービス 
実施施設数 １か所 １か所 １か所 

利用者数/月 ５人 ８人 ８人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

訪問入浴サービス 
実施施設数 １か所 １か所 １か所 

利用者数/月 10人 10人 10人 
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７ 日中一時支援事業※ 

 

障がい者の日中における活動の場を確保し、家族の就労支援や日常的に介護してい

る家族の一時的な休息を支援します。 

見込量は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の実績（見込）を踏まえ、

算出しました。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

日中一時支援事業 
実施施設数 22か所 25か所 28か所 

実利用者数 89人 101人 105人 

 

●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

日中一時支援事業 
実施施設数 30か所 30か所 30か所 

実利用者数 110人 110人 110人 

 

８ 成年後見制度利用支援事業 

 

知的障がいや精神障がい等により判断能力が十分でない人の成年後見支援ニーズに

対応し、地域で自立した生活が営めるよう、関係団体と連携し、成年後見制度※の利

用促進を図ります。専門的な支援を行う拠点として、平成31（2019）年４月から「岡

谷市成年後見支援センター」を設置し、委託先である岡谷市社会福祉協議会とともに、

適切な相談支援等を行っています。 

令和４（2022）年３月１日から、市と成年後見支援センターが協働して、それぞれ

の役割を果たし、地域連携ネットワークのコーディネート役を担う中核機関を設置し

ています。 

成年後見制度における申立て費用（登記手数料、鑑定費用等）や後見人等の報酬の

全部または一部を助成します。引き続き利用の支援を図るため、見込量を設定します。 

 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

成年後見制度利用支援事業 ０件 ０件 ０件 
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●今後のサービス見込量について 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

成年後見制度利用支援事業 １件 １件 １件 

 

 

９ その他の福祉サービス 

 

障がいのある人が、地域とのつながりを持ちながら、いきいきと生活ができるよう、

移動に関するサービスを提供し、自立した生活や、社会参加を促進します。 

また、自宅で安全に生活できるよう、必要な住宅の改修に対し補助を行います。 

令和５（2023）年度までの各種事業等の実績は以下のとおりですが、計画期間中も

引き続き事業を実施していきます。 

 

【移動に関するサービス】 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

福祉タクシー（ふくし～） （運行回数） 16,656回 17,706回 18,700回 

市民バス（シルキーバス） ７路線 ７路線 ７路線 

寝台車利用補助事業 ６件 ５件 ５件 

障害者通所通園等補助事業 ９人 ６人 ６人 

障がい者支援施設通所者交通費助成 ４人 ６人 ６人 

 

 

【その他のサービス】 

●実績 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込） 

身体障害者住宅整備事業 １件 ０件 １件 

タイムケア事業※ ４人 ４人 ４人 

障害児（者）施設訪問看護サービス事業 ０人 ０人 ０人 
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第５章 計画の推進 

 

 

 

 

本計画の推進にあたって、関係する各課、機関、団体等と密接に連携し、総合的かつ

効果的に推進を図ります。 

 

 

１ 計画の進行管理 

 

この計画に掲げた成果目標の達成や活動指標の見込量を確保するための方策の実施

を確実なものにするため、施策展開プラン等を活用したＰＤＣＡサイクルに基づく計

画の進行管理を行い、進捗状況の分析・評価を毎年実施します。 

 

 

２ 計画の点検・評価 

 

この計画の進捗状況については、市民の代表や保健・福祉・医療等の関係者で構成

された「岡谷市地域福祉支援会議」において、計画の進捗状況や事業成果などについ

て検証し、計画推進へ反映させ、次年度以降の施策を展開します。 
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資料編 

 

○用語解説 

 

障害者差別解消法 1P  

平成 28 年４月１日施行。不当な差別的取り扱いの禁止と合理的配慮の提供を法的義務と定め、地方

公共団体においては、職員対応要領の策定が求められている。岡谷市においても、対応要領を策定

し実効性を高めている。 

 

障害者総合支援法(障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律)   2P 

地域社会における共生の実現に向けて、障がい福祉サービスの充実等障がい者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するため、新たな障がい保健福祉施策を講ずるものとして、障害者自立支援法

を平成25年４月１日に改正施行。 

 

障がい福祉サービス 1P,2P,3P,12P,13P,14P,23P,30P 

 ①介護給付（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、短期入所、

療養介護、生活介護、施設入所支援、自立生活援助） 

②訓練等給付（自立訓練、就労移行支援、就労継続支援（Ａ・Ｂ型）、就労定着支援、共同生活援助）

③地域相談支援給付（地域移行支援、地域定着支援） 

④計画相談支援給付（サービス等利用支援、継続サービス利用支援） 

 

インクルージョン 3P,4P 

日本語にすると、“包み込むような”と言う意味。あらゆる人が孤立したり、排除されたりしないよ 

う援護し、社会の構成員として包み、支えあうという社会政策の理念。 

 

一般就労 4P,8P 

雇用主との雇用契約がなされ、最低賃金法などの労働法規の対象になる就労の形態。大きく分けて

２種類に分けられる。一般の方と同様の形態で就労する方法と、障がいがあることを前提とし、労

働条件や時間、仕事をする上でのサポートなどで配慮してもらうことが可能な方法がある。後者は、

手帳の有無、就労時間など一定の条件を満たせば、障がい者の法定雇用率の算定対象となる。 

 

保育所等訪問支援 4P,11P,26P 

 保育園や小学校等を利用中の障がい児に対し、療育の専門家などが保育所等を訪問し、集団生活へ

の適応のための支援を行うサービス。 
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医療的ケア児等 4P,11P,28P 

新生児の集中治療室等で長期間入院した後、生活していくうえで、人工呼吸器等を使用したり、た

んの吸引をしたりするなどの医療的ケアが必要な障がい児や、障がい者。 

 

諏訪地域障がい福祉自立支援協議会 7P,12P,24P,29P 

障がい福祉関係者による連携を図り、支援体制を強化するための協議を行うために、平成 19（2007）

年２月に設置。県、諏訪６市町村、福祉事業所、学校、病院、家族会、当事者団体などが参加し、

地域の課題解決のために活動しているネットワーク。諏訪圏域障がい者総合支援センター「オアシ

ス」が事務局を担っている。 

 

就労移行支援 8P,17P,18P,19P,22P 

一般企業等における就労を希望する人に、一定期間（２年間）、就労に必要な知識および能力の向上

のために必要な訓練を行うサービス。 

 

就労継続支援Ａ型 8P,18P 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識や能力の向上のために必要な訓

練を行うサービス。雇用契約を結ぶため、労働基準法が適用になる。 

 

就労継続支援Ｂ型 8P,18P 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識や能力の向上のために必要な訓

練を行うサービス。雇用契約は結ばず、工賃収入が得られる。 

（工賃＝生産活動収入－必要経費） 

 

生活介護 8P,15P,22P 

常に介護を必要とする人に、日中、食事や入浴、排せつ等の介護を行うとともに、創作的活動、生

産活動の機会を提供するサービス（障害支援区分３以上）。 

 

自立訓練 8P,16P,22P 

機能訓練、生活訓練（宿泊型を含む）を行うサービス。 

機能訓練：身体に障がいのある人が、地域生活を営むうえで、リハビリテーションの継続や身体機

能の維持・回復などを目的とした訓練。（１年６か月間） 

生活訓練：知的・精神に障がいのある人が、入所施設や医療機関を退所・退院した際に、地域     

での生活に困らないよう、必要な訓練や生活に関する相談のできる訓練。（２年間。長期入院・入所

していた人は、３年間） 

 

就労定着支援 9P,19P 

平成 30（2018）年度から始まったサービス。就労移行支援等の利用を経て、一般企業等に就労した

障がい者で、生活面の課題が生じている人を対象に、企業や家族間の連絡調整をしたり、助言、指

導を行ったりするもの。 
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児童発達支援 11P,25P,27P 

心身の発達に支援を必要とする就学前の子どもや、その家族に対する療育支援を行う。生活習慣の

向上や、集団への適応に関し支援を行うサービス。 

 

放課後等デイサービス 11P,26P,27P 

心身の発達に支援を必要とする小学生から高校生までの就学児を対象とし、放課後や長期休暇中、

生活能力の向上のための訓練を提供し、自立を促すサービス。 

 

諏訪圏域障がい者総合支援センター「オアシス」 12P,24P,28P 

諏訪地域に住む障がいのある人、ご家族、関係者の相談に応じ、必要な支援や情報提供を行う場所。

諏訪地域障がい福祉自立支援協議会の事務局が置かれている。 

 

居宅介護 13P,14P 

ヘルパーが自宅で、入浴や排せつ、着替え、食事などの身体介護や掃除などの家事を支援するサー

ビス。 

 

同行援護 13P,14P,34P 

 視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する人に対し、移動に必要な情報の提供（代筆・代読を

含む）や、外出支援をするサービス。 

 

行動援護 13P,14P,34P 

知的障がいや精神障がいによって行動上著しい困難があり、常に介護を必要とする人（障害支援区

分３以上）を対象とし、危険回避に必要な援護や、外出時の移動介護を行うサービス。 

 

重度障害者等包括支援 13P,14P 

最重度の知的障がいのある人や、人工呼吸器を使用している身体障がい者を対象に、居宅介護等複

数のサービスを包括的に実施するサービス。 

 

療養介護 20P 

常時介護を必要とし、医療機関での機能訓練、療養上の管理、看護が必要な重症心身障がい者等

（障害支援区分５以上）を対象に介護を行うサービス。 

 

自立生活援助 21P 

平成 30（2018）年度から始まったサービス。障がい者支援施設や、グループホーム等を利用してい 

た障がい者で、ひとり暮らしを希望する人を対象に、家事や金銭管理、定期的な通院などの生活力

を補い、安定したひとり暮らしを援助するサービス。 

 

共同生活援助（グループホーム） 21P 

共同生活を行なう住居で、主として夜間において、相談、入浴、排せつもしくは食事の介護、その
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他日常生活上の援助を行うとともに、一人暮らしに向けた移行支援や、退去後の定着に必要な援助

を行うサービス。 

 

施設入所支援 22P 

施設に入所している人に対し、主として夜間に入浴や排せつ、食事などの介護を行うサービス。 

 

指定特定・一般相談支援事業 23P 

障がい福祉サービスを利用するための計画づくりやサービス利用状況の検証を行い、計画の見直し

等を行うサービス。 

 

ケアマネジメント 23P 

社会的ケアを必要とする障がい者に対し、最も効果的でかつ効率的なサービスや資源を紹介すると

ともに、有効に利用されているかを継続的に評価する方法。 

 

モニタリング 23P,27P 

 障がい福祉サービスの利用にあたり作成された計画どおり、サービスが提供されているか支援者が

集まって検証する会議。利用者の状況によって、３か月・半年に１回程の頻度で振り返りを行う。 

 

基幹相談支援センター 12P,24P 

 地域の相談支援の拠点。一般的な相談のほか、権利擁護、虐待防止などの役割を担う（自立支援協

議会の事務局を兼ねるなど、ネットワークを活かし、地域における相談支援の総合的な役割を担う）。 

 

居宅訪問型児童発達支援 27P 

平成 30（2018）年度から始まったサービス。障害児通所支援を利用するために、外出することが著 

しく困難な重度の障がい児を対象に、発達支援サービスを居宅に訪問して提供するサービス。 

 

障害児相談支援 27P 

障害児通所支援等のサービスを利用する前に必要な計画づくりや、サービス提供状況の検証（モニ

タリング）を行い、計画の見直しを行う。 

 

日常生活用具等給付事業 31P,32P 

日常生活の便宜を図るために、自立生活支援用具等日常生活用具の給付を行う。 

（例）ストーマ用具、頭部保護帽、入浴補助用具など 

 

社会参加促進事業 33P 

スポーツ、レクリエーション教室の開催や、自動車運転免許取得や改造に対する助成を行うなど、

障がい者の社会参加を促進する事業。 
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移動支援事業 34P 

社会生活上、必要不可欠な外出や、社会参加のための外出をヘルパーが支援し、公費で負担する制

度。収入状況に応じて、自己負担が生じる場合もある。通学、通勤、営業活動などの経済活動や、

通年かつ長期にわたる外出、社会通念上適当でない外出は対象としない。 

 

訪問入浴サービス 35P 

家族または、介護者による入浴が困難な在宅の障がい者を対象とし、訪問入浴車等により居宅を訪

問。入浴介護サービスを提供する。 

 

日中一時支援事業 36P 

 障がいのある人が、日常生活の訓練等を受けたり、社会的な活動に参加したりする際、登録介護者

が時間単位で預かり、サービスを提供する事業。同時に介護者のレスパイト（休養）にもなる事業。 

 

成年後見制度 36P 

認知症や知的障がい、精神障がいなどにより判断能力が不十分な人を対象に、財産管理や、身上監

護の権限を与えられた成年後見人が支援する制度。具体的には、選任された後見人が、その人の権

利や財産を守るとともに、各種手続き（契約、支払いなど）を担う。 

 

タイムケア事業 37P 

障がいのある人を在宅介護している人が、一時的に家庭において介護できないときに、登録介護者

が時間単位で預かるサービス。年間 300時間の利用上限がある。おやつ代などの実費等を支払い、利

用できる。平成 29（2017）年度より、日中一時支援事業に統合したが、個人預かりについては継続。
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○岡谷市地域福祉支援会議 委員名簿 
（敬称略・順不同） 

（任期 令和４年７月４日～令和６年７月３日） 

 会 長  小口 明則   

 副会長  濵  武之   

 

１ 保健、福祉および医療の関係団体の代表  16名 

氏  名 所 属 団 体 等 

三澤 房樹  岡谷市区長会副会長（新倉区長） 

小口 明則  岡谷市社会福祉協議会会長 

熊井 巻文  岡谷市地区社会福祉協議会会長会会長 

林 つる子  岡谷市民生児童委員協議会地区会長 

笠原 毅  岡谷市高齢者クラブ連合会副会長 

横内 和子  岡谷市女性団体連絡協議会理事（岡谷市消費者の会副会長） 

薩摩林 建  岡谷市連合壮年会会長 

宮坂 大  岡谷下諏訪歯科医師会地域保健部担当理事 

藤森 すず子  岡谷市保健委員連合会会長 

濵  武之  岡谷ＢＢＳ会会長 

大和 邦彦  岡谷市身体障害者福祉協会会長 

中村 浩昭  ひだまり作業所所長 

共田 武生  岡谷商工会議所青年部副部長 

関  典男  おかやボランティア連絡協議会副会長 

笠原 和代  
諏訪広域連合介護保険委員会委員 

小松 幸弘 

２ 識見を有する者  ３名 

天野 直二  岡谷市病院事業管理者 

井口 光世  医療法人研成会理事長 

林  義明  エコファおかや事業所長 

３ 一般公募  ２名 

小嶋 恵美 
 一般公募 

金子 さゆり 
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○岡谷市福祉関係計画策定の経過 

 

年 月    内 容 

令和５年８月 22 日 第１回高齢者福祉計画部会   

９月 12 日 第１回障がい者福祉計画部会 

    ９月 27 日 第２回高齢者福祉計画部会 

 11 月１日 第２回障がい者福祉計画部会 

11 月８日 第３回高齢者福祉計画部会 

12 月４日 第３回障がい者福祉計画部会 

12 月 12 日 第１回岡谷市地域福祉支援会議 

12 月 14 日 

～28 日 
パブリックコメント 

令和６年１月 11 日 岡谷市地域福祉計画等策定委員会[庁内組織] （素案検討） 

１月 19 日 第２回岡谷市地域福祉支援会議 

２月２日 岡谷市行政管理委員会[庁内組織] （計画決定） 

３月 11 日 岡谷市議会社会委員会へ報告 
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